






































































































































































































第2に,著者は解釈手続 と再審手続をそれぞれ 2つに分析 している (p.225)｡すなわ
ち,｢付随解釈｣と ｢独立解釈｣の区別,および ｢付随再審｣と ｢独立再審｣の区別であ





























ている｡[①国境 ･領域紛争]- [②国家の車大利益に関わる]- [③司法的解決に馴染ま
ない]- [④敗訴回が判決に不満を残す]- [⑤敗訴国が判決を攻撃する]- [⑥判決の
解釈 ･再審手続が求められる]- [C7＼両手続によって適切に紛争が解決される].という連
関である｡しかしながら.この推論には次の間題を指摘することができる｡
第 1に,㊨-｢43へのプロセスに問題がある,著者によれば,領域紛争では国家が安協を
認めず,判決後も再び自己に有利な解決を求める動きがあるという (pp.32-33)｡すなわ
ち,領域紛争の場合.国際裁判の判決に対する不満 ･不服が存続する可能性が高い,と言
うのである｡確かに著者の指摘するように,領域紛争の中には司法的解決が有効に機能し
なかった例が多く見られる (アルゼンチン-チリの領域 ･国境紛争など)｡また.国際裁判
において実際に判決の解釈 ･再審手続が用いられるのは,国境 ･領域紛争事例が大多数で
ある｡しかし,そもそも領域紛争は必ずしも瓶判に付託される訳ではない｡例えば,著者
が詳細な検討を行っている中国国境問題 (pp.34-38)にせよ,アフガニスタンとインドの
国境問題 (pp,39)にせよ,いずれも国際裁判による解決事例ではない｡あるいは逆に,
アフリカ諸国間における領域 ･国境事件のように,むしろICJ判決によって紛争が適切に
解決さhる場合もあるo以上のように,甘一 首Jという図式は余りにも短絡的過ぎると評す
ることができる｡また,以上の点を換言すれば,そもそも解釈 ･再審手続は領域国境紛争
だけを想定した手続ではない｡実際,著者は検討対象を ｢領域紛争事例｣に限定すると言
いつつ,領域紛争以外の事例をも参照しなければ分析は不可能であるとし (p.14),そう
した事例にも触れている (例えば庇護事件判決の解釈請求事件),J
第2に.㊨-(6jのプロセスに問題がある｡伝統的に,判決に不満を持つ国 (敗訴凶)は.
解釈や再審を求めるのではなく,｢無効原因｣(Causesdenulite)を主張してきたからであ
る｡例えば,ICJにおけるスペイン王仲親事件 (1960年)や仲裁判決事件 (1991年)は,
もともと国境紛争や海洋境界紛争であるが,原判決である仲裁判決を攻撃するための法的
根拠は,権限胎越や判決理由欠如あるいは仲裁官の腐敗といった無効原因であるO従って,
国境 .領域紛争に限定したとしても,⑤-し亘で取り上げるべきは,むしろ ｢無効確認手続｣
(lerecoursennulite)であり,判決の解釈 ･再審手続ではないL,なお,この点で著者は,
本書において無効原因論を展開するつもりはない,と繰り返し述べているが Lp.189),仲
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裁判決の無効問題を完全に放置している訳でもない｡著者は,伝統的に仲裁判決の不履行
理由として判決無効が主張されてきたことを認識しており (pp,233-234),簡潔にではあ
るが,伝統的な議論展開をフォローしているのである (pp.70-77)Cそれ故,著者が,無
効原因論と無効確認手続を包含した形で不服申立手続を包括的に検討しなかったことは.
むしろ惜しまれる点であろう｡
第3に.本書では,㊨-L?/のプロセスに関する実証分析がないGすなわち,判決の解釈
や再審を経れば,領域国境紛争の解決がよりスムーズになるという点については具体的な
分析がないため,⑦は著者の推測の域を超えない｡そもそも著者は,紛争解決においては
｢交渉よりも司法的解決｣というスタンスを前按としており,解釈 ･再審手続による司法
的解決の重層化という点に力点が置かれているように思われる｡しかしながら,領域紛争
解決の実効性の観点から見れば,むしろ ｢司法的解決よりも交渉｣が重視されるべきであ
ろう｡陸地と海洋を問わず,最終的な国境 ･領域紛争の解決は当事国間の交渉と合意に基
礎付けられるからであり.実際に,海洋境界画定事案では,交渉命令判決という形で当事
国間の交渉と合意が重視されるからである｡
(3)既判力原則との関係
著者による法的分析の中で最も重要なものは,不服申立手続と既判力原則の関係に関す
るものである｡この封 二ついて著者は.解釈手続と再審手続がいずれも既判力と抵触しな
いと結論付けているO以下.それぞれ検討しよう｡
第1に,判決解釈手続と既判力原則の関係について.判例上は既判力原則の優越性が確
立しているものの,解釈手続が既判力を鼓損する危険性が伝統的に指摘されてきた｡特に
困難を生じるのが,判決解釈手続の枠内で,原判決の主文が訂正される場合である (例え
ば,英仏大陸棚事件判決の解釈請求事件)｡この間題を解決するために,著者は事実と法の
二分論を展開する｡すなわち,判決解釈において ｢事実上｣判決の修正が行われても.｢法
的には｣既存の国境線を単に明らかにしただけであり,判決の修正はないというのである
(p.170,226)Qしかしながら.実際に原判決の主文を修正しているにも関わらず.原判決
の既判力が ｢法的に｣影響を受けないというのは無理がある｡敢えて言うとすれば,原判
決の主文にもともと既判力が生じていなかったと言わざるを得ないが,著者は原判決が既
判力を有すること自体は認めており,この主張を一貫したものとして捉えるのは困難で
あるO
第2に,より大きな困難を生ぜしめるのが,再審手続と既判力原則の関係である｡この
左 点に関する著者の見解は,次のように大変興味深いものとなっている｡第1に.著者は通
説に従い,原判決の言渡しと同時に既判力が生じることを認め,再審手続が既判力原則と
共存すると言う (p.335)｡第2に.著者は再審判決が判決の言渡時に遡及する効果を有す
るため,既判力原則との抵触を生じないという (p.321).〕この点に関連して,第3に.刺
決上の境界線が明瞭で実効的な境界画定とみなされない限り,既判力の制約は適用されな
いと述べている (p.331 )｡以上のように,著者によれば,判決言渡しの時点で原判決は既
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判力を有するが,その内容は不確定であり.再審手続によって初めて実効的な境界画定が
可能となる,というo著者のこの主張は,一万で,既判力自体に内在する不確定性を的確
に捉えていると評することができるものの,他方で.再審手続は原判決の既判力を段損す
るという立場 (判例 ･通説)と大きな隔たl)を見せるo特に後者によれば,｢決定的影響｣
を有する ｢新事実｣という再審要件により,再審手続は原判決の既判力を段損するものと
捉えられている｡それ故,著者の見解は,再審手続によって実効的な紛争解決が可能とな
る,という結論を導くことに急くあまり,再審要件に関する実証的な検討を軽視したもの
と評することができようO
以上,本書には検討対象や検討方法において.やや性急に見える部分が残るoとは言え,
解釈 ･再審手続が活発に利用されている現状に鑑みれば,その適用要件や考慮要因を明ら
かにしただけでも,十分に大きな貢献であると許し得ようO今後.国際裁判における紛争
解決の総体的な議論が深まっていく中で,本書がその一角を担うことは間違いない｡
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